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内容

(1)データからみる障害者の実態（障害者白書・R4・6月による）

(2)障害者福祉制度と介護保険制度

(3)「親亡き後」と地域生活支援拠点

(4)障害者支援施設の今後に向けて



年齢階層別障害者数の推移（身体障害児・者、在宅）



年齢階層別障害者数の推移（知的障害児・者、在宅）



年齢階層別障害者数の推移（精神障害者、外来）



高齢の障害者に対する支援のあり方についての社会保
障審議会・障害者部会（2016年時）での課題認識（１）

• 障害者が介護保険サービスを利用する場合、これまで利用し
ていた障害福祉サービス事業所とは別の事業所を利用する
場合がある。→2016年の法改正で共生型サービスを創設。

• 障害福祉制度の利用者負担が介護保険制度の利用者負担
の上限と異なっていることから、介護保険サービスを利用する
場合、介護保険制度の利用者負担がかなり生じる。→2016

年の法改正時に低所得者に対しての激変緩和措置。

• 障害福祉サービスの支給量が介護保険サービスのみによっ
て確保できない場合、自治体によっては障害福祉サービスの
上乗せ支給が十分に行われず、介護保険サービスの利用に
より支給量が減少する。→自治体間格差問題。



高齢の障害者に対する支援のあり方についての社会保
障審議会・障害者部会（2016年時）での課題認識（２）

• 障害福祉サービス・介護保険サービスの併給事例、障害者の
家族の要介護問題など、障害福祉制度と介護保険制度の緊
密な連携の必要性に応じた相談支援専門員と介護支援専門
員との連携の仕組みとしての必要性。

• 障害福祉サービス事業所では高齢者支援のノーハウ、介護
保険事業所では障害者支援のノーハウが乏しい。

• 障害者の「親亡き後」への備えの必要性。



「親亡き後」の対策としての地域支援拠点の整備（市町
村・圏域での整備義務）の５つの機能

• 相談支援機能、２４時間相談

• 緊急時対応、（ショートステイ、グループホーム）

• 体験の機会、場の確保

• 専門的人材の確保・養成

• 地域支援機能、地域の体制づくり





障害分野から周辺分野への問題の広がり

• 8050問題は、高齢者（介護保険対象者）と障害者（障害福祉
サービス対象者）の問題から、高齢者（必ずしも介護保険対象
者ではない）とひきこもり者（現時点ではどのサービスの対象
にならない）の問題へ移行してきている。

• 後者の場合、制度化されたサービスの調整（いわゆるケアマ
ネジメント）では対応ができない問題になっている。

• そのためには、インフォーマルサービスあるいは地域ネット
ワークの調整をふまえた共生社会にふさわしい制度横断的な
ケアマネジメントが必要になってきている。

• 基幹相談支援センター、地域包括支援センターの連携から総
合化に向けての取り組みが必要である。



障害者支援施設のあり方への提言
※厚生労働省平成30年度障害者総合福祉推進事業「障害者支援施設
のあり方に関する実態調査」報告書（2019年3月）より



障害者支援施設のあり方への提言


